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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第１四半期
累計(会計)期間

第68期
第１四半期
累計(会計)期間

第67期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

営業収益（百万円） 623 600 1,849

経常損失(△)（百万円） △438 △109 △2,128

四半期（当期）純損失(△)

（百万円）
△312 △74 △2,566

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)（百万円）
0 0 △3

資本金（百万円） 3,251 3,251 3,251

発行済株式総数（千株） 20,013 20,013 20,013

純資産額（百万円） 5,164 2,826 2,881

総資産額（百万円） 16,291 10,757 9,403

１株当たり純資産額（円） 258.19 141.33 144.04

１株当たり四半期（当期）純損失

金額(△)（円）
△15.61 △3.72 △128.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 31.7 26.3 30.6

自己資本規制比率（％）　 265.5 273.4 260.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,332 △2,231 △1,020

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△62 18 1,609

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
899 － △553

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
1,723 1,040 3,253

従業員数（人） 257 196 214

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第67期第１四半期については、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第67期および第68期第１四半期

については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な事業の

内容

議決権の所有

割合（％）　
関係内容

（関連会社）

株式会社

エース経済研究所

東京都中央区　 10 情報サービス業　 　20.0

経済、産業および企業動向等に関

する調査研究ならびにその受託

等

役員の兼任…１名

（注）上記の関係会社は有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 196 (3)

（注）１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員数には、パートタイマーを含み、派遣社員は除いております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当四半期会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期におけるわが国の経済は、世界経済の急速な景気後退に歯止めがかかり、一部の業種に明るさの兆し

が見られたものの、雇用不安の高まりや所得の減少等による先行き不透明感から個人消費が低迷するなど、依然とし

て厳しい状況が続きました。

日本の株式市場におきましては、世界経済の持ち直しへ向け各国が協調して打ち出した経済政策等への期待から世

界の株式市場が急回復する中、期初8,000円台でスタートした日経平均株価が６月半ばに一時10,000円台を回復する

など、反騰して推移いたしました。

主な概況は以下のとおりであります。

①　純営業収益

・受入手数料

当第１四半期は株式相場の回復の影響を受け、株式の委託手数料が前年同期比で71百万円増の３億44百万円（前

年同期比25.9％増）、債券、受益証券を含めた委託手数料の合計は、３億46百万円（前年同期比26.2％増）となりま

した。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、66百万円（前年同期比133.5％増）となりました。

また、その他の受入手数料は、22百万円（前年同期比51.1％減）となりました。

　

・トレーディング損益

当第１四半期の株券等トレーディング損益は、67百万円（前年同期比62.9％減）となりました。また、債券等ト

レーディング損益は67百万円（前年同期比67.3％増）となり、全体で１億34百万円（前年同期比39.2％減）となり

ました。

　

・金融収支

当第１四半期の金融費用は、13百万円（前年同期比63.3％減）となりました。一方、金融収益は、29百万円（前年

同期比42.4％減）となり、金融収支は差し引きで16百万円（前年同期比3.9％増）となりました。

　

以上の結果、当第１四半期の純営業収益は、５億86百万円（前年同期比0.0％減）となりました。

　

②　販売費・一般管理費

当第１四半期の販売費・一般管理費は、株券のトレーディング損益が減少したことによる報酬減や希望退職によ

る人員減により、人件費が２億２百万円減の３億23百万円（前年同期比38.5％減）、取引関係費が73百万円減の１

億７百万円（前年同期比40.6％減）、不動産関係費が69百万円減の86百万円（前年同期比44.5％減）等により合計

３億86百万円減少し、７億０百万円（前年同期比35.6％減）となりました。

　

③　特別損益

当第１四半期は特別利益として、賞与引当金戻入額21百万円、金融商品取引責任準備金戻入19百万円の合計41百

万円を計上いたしました。

特別損失として、店舗統廃合費用等により合計４百万円を計上いたしました。　

 

以上の結果、当第１四半期の経常損失は１億９百万円（前年同期は４億38百万円の経常損失）、四半期純損失は

74百万円（前年同期は３億12百万円の四半期純損失）となりました。
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（２）資産、負債、純資産の状況

当社の資金の財源は、資本金を含む自己資金と保有不動産および有価証券の担保差入れによる金融機関からの借

入れ、平成20年11月および平成21年３月に発行した転換社債型新株予約権付社債が主な財源となっております。そ

の他、必要に応じて金融機関から流動的な資金が調達できる体制を構築しております。

①　資産

当第１四半期末の資産合計は、前期末と比べ13億53百万円増加し107億57百万円となりました。その主な要因は、

現金・預金が22億12百万円減少したものの信用取引資産29億27百万円、預託金５億27百万円が増加したこと等によ

るものであります。

　

②　負債

当第１四半期末の負債合計は、前期末と比べ14億８百万円増加し79億30百万円となりました。その主な要因は、受

入保証金が69百万円減少したものの信用取引負債12億77百万円、預り金３億20百万円が増加したこと等によるもの

であります。

　

③　純資産

当第１四半期末の純資産合計は、前期末と比べ54百万円減少し、28億26百万円となりました。その主な要因は、そ

の他有価証券評価差額金が20百万円増加したものの当四半期純損失74百万円を計上したことによるものでありま

す。

　　

（３）キャッシュ・フローの状況　

現金及び現金同等物の当第１四半期末残高は、期首残高に比べて22億12百万円減少し10億40百万円となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、22億31百万円の減少（前年同期は23億32百万円の減少)

となりました。これは主として、預り金及び受入保証金が２億50百万円増加したものの信用取引資金16億50百万円、

預託金が５億27百万円増加、約定見返勘定が２億59百万円増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、18百万円の増加（前年同期は62百万円の減少）となりま

した。これは主として、従業員に対する長期貸付金の回収による収入13百万円、差入保証金の回収による収入７百万

円が生じたことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、ありませんでした。

　

（４）事業上および財務上の対処すべき課題　

当第1四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

　（５）研究開発費

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,013,042 20,013,042ジャスダック証券取引所
単元株式数

1,000株

計 20,013,042 20,013,042 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

①　平成20年10月31日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 500

新株予約権の数（個） 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50

新株予約権の行使期間
自　平成20年11月20日

至　平成25年11月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50

資本組入額　　25

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文およ

び第３項本文の定めにより、本社債または本新株予約

権の一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権にか

かる本社債の全部を出資するものとし、その価額は当

該本社債の払込金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当事項はありません。
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②　平成21年３月16日取締役会決議　　

第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 500

新株予約権の数（個） 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,416,666

新株予約権の行使時の払込金額（円） 48

新株予約権の行使期間
自　平成21年３月30日

至　平成26年３月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　48

資本組入額　　24

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文およ

び第３項本文の定めにより、本社債または本新株予約権

の一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権にかか

る本社債の全部を出資するものとし、その価額は当該本

社債の払込金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 20,013 － 3,251 － 1,204

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,981,000 19,981 ―

単元未満株式 普通株式 22,042 ― ―

発行済株式総数  20,013,042 ― ―

総株主の議決権 ― 19,981 ―

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式698株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区栄

三丁目４番28号
10,000  － 10,000 0.05

計 ― 10,000 － 10,000 0.05

（注）　平成21年６月30日現在における当社の保有自己株式数は、10,698株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 61 62 77

最低（円） 45 49 54

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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４【業務の状況】

(1）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

当第１四半期会

計期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

委託手数料 344 0 0 － 346

引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数

料

－ － － － －

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 3 62 － 66

その他の受入手数料 1 0 19 1 22

計 346 5 82 1 435

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

 

当第１四半期会計期間
（平成21年４月～平成21年６月）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

株券等トレーディング損益 67 － 67

債券等トレーディング損益 67 － 67

その他のトレーディング損益 － － －

計 134 － 134
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③　自己資本規制比率

 
当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

基本的項目 資本合計 (百万円)(A) 2,812

補完的項目

評価差額金 (百万円) 14

金融商品取引責任準備金 (百万円) 40

貸倒引当金 (百万円) 11

劣後特約付社債 (百万円) 1,000

有価証券評価損益のうち補完的項目に算入する額 (百万円) －

 計 (百万円)(B) 1,066

控除資産  (百万円)(C) 961

控除後自己資本 (A)＋(B)－(C)＝ (百万円)(D) 2,917

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 14

取引先リスク相当額 (百万円) 120

基礎的リスク相当額 (百万円) 931

 計 (百万円)(E) 1,066

自己資本規制比率 (D)／(E)×100 （％）  273.4

　（注）１　上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当四半期の市場リスク相当額の月末平均額は13百万円、月末最大額は14百万円、取引先リスク相当額の

月末平均額は96百万円、月末最大額は120百万円であります。

２　評価差額金は補完的項目に該当するため、資本合計に含まれておりません。

(2）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

当第１四半期会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
84,935 219,581 304,517

②　債券

 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

当第１四半期会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
717 2,883 3,600

③　受益証券

 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

当第１四半期会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
556 7,866 8,423

④　その他

該当事項はありません。
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(3）証券先物取引等の状況

①　株式に係る取引

 
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

当第１四半期会計期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

－ 19,579 － － 19,579

②　債券に係る取引

該当事項はありません。

　

(4）有価証券の引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の業務および募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱い業務の状況

①　株券

該当事項はありません。

　

②　債券

 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

当第１四半期会計

期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

国債 － － 23 － －

地方債 － － 84 － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － 200 －

合計 － － 107 200 －

③　受益証券

 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

当第１四半期会計

期間

(平成21年４月

～平成21年６月)

株式投信 － － 2,283 － －

公社債投信 － － 17,379 － －

外国投信 － － 8 － －

合計 － － 19,671 － －
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成20年

日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に

基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および当第１四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表ならびに当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで）および当第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 ※2
 1,040,760

※2
 3,253,694

預託金 2,336,450 1,809,230

顧客分別金信託 2,245,659 1,718,440

その他の預託金 90,790 90,790

トレーディング商品 2,487 14,899

商品有価証券等 2,487 14,899

約定見返勘定 260,114 1,059

信用取引資産 5,724,854 2,797,168

信用取引貸付金 5,407,089 2,542,411

信用取引借証券担保金 317,765 254,756

立替金 5,375 9,289

顧客への立替金 － 329

その他の立替金 5,375 8,959

短期差入保証金 220,000 220,000

短期貸付金 524 2,649

前払金 1,442 395

前払費用 24,290 19,568

未収入金 18,818 80,693

未収収益 69,285 50,763

貸倒引当金 △11,372 △4,623

流動資産計 9,693,029 8,254,787

固定資産

有形固定資産 ※1
 375,629

※1
 385,305

建物 ※2
 113,586

※2
 116,648

器具備品 65,176 71,790

土地 ※2
 196,866

※2
 196,866

無形固定資産 2,939 2,939

借地権 2,273 2,273

電話加入権 666 666

投資その他の資産 685,969 760,721

投資有価証券 ※2
 247,217

※2
 217,115

関係会社株式 2,039 39

その他の関係会社有価証券 96,624 96,624

出資金 2,020 2,020

従業員に対する長期貸付金 48,568 59,683

長期差入保証金 246,359 340,018

長期前払費用 214 －

長期立替金 92,812 93,112

その他 62,000 64,000

貸倒引当金 △111,887 △111,892

固定資産計 1,064,538 1,148,966

資産合計 10,757,567 9,403,753

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

14/28



（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

信用取引負債 3,894,150 2,617,043

信用取引借入金 ※2
 3,445,749

※2
 2,159,448

信用取引貸証券受入金 448,401 457,594

有価証券担保借入金 7,282 －

預り金 1,400,833 1,080,427

顧客からの預り金 1,231,067 986,719

その他の預り金 169,766 93,707

受入保証金 666,977 736,594

短期借入金 ※2
 200,000

※2
 200,000

未払金 1,083 20,002

未払費用 123,878 123,442

リース資産減損勘定 189,408 192,638

未払法人税等 4,388 11,922

賞与引当金 23,000 48,000

流動負債計 6,511,001 5,030,072

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 ※5
 1,000,000

※5
 1,000,000

繰延税金負債 10,082 －

退職給付引当金 189,714 204,357

長期リース資産減損勘定 171,754 219,186

その他の固定負債 7,600 8,750

固定負債計 1,379,152 1,432,294

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※6
 40,551

※6
 60,151

特別法上の準備金計 40,551 60,151

負債合計 7,930,706 6,522,517

純資産の部

株主資本

資本金 3,251,856 3,251,856

資本剰余金 1,204,043 1,204,043

利益剰余金 △1,640,401 △1,566,007

自己株式 △3,418 △3,418

株主資本合計 2,812,079 2,886,473

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 14,782 △5,237

評価・換算差額等合計 14,782 △5,237

純資産合計 2,826,861 2,881,236

負債・純資産合計 10,757,567 9,403,753
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業収益

受入手数料 349,974 435,691

委託手数料 274,670 346,600

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

28,308 66,111

その他の受入手数料 46,995 22,979

トレーディング損益 221,021 134,433

金融収益 52,026 29,974

営業収益計 623,022 600,098

金融費用 35,830 13,153

純営業収益 587,192 586,945

販売費・一般管理費 1,087,188 700,472

取引関係費 181,864 107,992

人件費 525,666 323,424

不動産関係費 155,506 86,368

事務費 173,234 148,169

減価償却費 24,663 9,687

租税公課 6,436 5,111

貸倒引当金繰入れ － 6,744

その他 19,817 12,974

営業損失（△） △499,996 △113,527

営業外収益

受取配当金 60,078 12,371

その他 1,724 976

営業外収益計 61,803 13,347

営業外費用

社債利息 － 8,726

その他 290 262

営業外費用計 290 8,988

経常損失（△） △438,483 △109,168

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 ※1
 348,634

※1
 19,599

賞与引当金戻入額 ※2
 77,006

※2
 21,763

貸倒引当金戻入額 2,767 －

特別利益計 428,407 41,363

特別損失

過怠金等 ※3
 275,000 －

減損損失 ※4
 13,009 －

店舗統廃合費用 ※4
 10,594

※4
 4,444

固定資産除却損 1,241 －

ゴルフ会員権売却損 － 238

その他の関係会社有価証券評価損 705 －

その他 445 －

特別損失計 300,995 4,682

税引前四半期純損失（△） △311,071 △72,486
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（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

法人税、住民税及び事業税 1,917 1,907

法人税等調整額 △804 －

法人税等合計 1,112 1,907

四半期純損失（△） △312,183 △74,394
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △311,071 △72,486

減価償却費 24,663 9,687

減損損失 13,009 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23,635 6,744

証券取引責任準備金の増減額（△は減少） △408,786 －

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 60,151 △19,599

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,346 △14,642

受取利息及び受取配当金 △60,118 △12,630

支払利息 13,412 1,094

賞与引当金戻入額 △77,006 △21,763

固定資産除却損 1,241 －

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 238

その他の関係会社有価証券評価損 705 －

過怠金等 275,000 －

店舗統廃合費用 10,594 4,444

貸付金の増減額（△は増加） △1,068 2,125

預託金の増減額（△は増加） △81,896 △527,219

立替金の増減額（△は増加） 22,049 4,213

預り金及び受入保証金の増減額（△は減少） △60,899 250,788

トレーディング商品の増減額 6,223 12,411

約定見返勘定の増減額（△は増加） △822,464 △259,054

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △807,934 △1,650,580

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 81,015 7,282

その他の資産の増減額（△は増加） 40,082 124,624

その他の負債の増減額（△は減少） △19,070 △75,330

小計 △2,119,458 △2,229,652

利息及び配当金の受取額 58,312 11,030

利息の支払額 △12,523 △1,099

過怠金等の支払額 △250,000 －

リース解約等に伴う支払額 － △4,444

法人税等の支払額 △9,114 △7,322

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,332,783 △2,231,487

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △50,520 －

無形固定資産の取得による支出 △10,297 －

投資有価証券の取得による支出 △535 －

関係会社株式の取得による支出 － △2,000

従業員に対する長期貸付けによる支出 △6,560 △2,390

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 1,594 13,505

ゴルフ会員権の売却による収入 － 1,850

差入保証金の差入による支出 △1,260 △343

差入保証金の回収による収入 5,518 7,931

投資活動によるキャッシュ・フロー △62,060 18,553

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

18/28



（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 900,000 －

自己株式の取得による支出 △241 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 899,758 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,495,085 △2,212,934

現金及び現金同等物の期首残高 3,218,244 3,253,694

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,723,158

※1
 1,040,760
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

（資産のグルーピングの方法）

　従来、本・支店からなる営業店舗網を一つの資産グループとしてグルーピングしており

ましたが、事業再編に伴う事業単位の見直し等により、前事業年度より、リテール営業部

門である営業店単位、インターネット取引部門である通信取引センター、トレーディング

業務を主体としたディーリング部門および本社分室や従業員用社宅等からなる共用資産

にグルーピングの変更したため、前第１四半期会計期間と当第１四半期会計期間で資産

のグルーピングの方法が異なっております。

　なお、前第１四半期会計期間は変更後の資産のグルーピングの方法によった場合と比較

して、営業損失、経常損失、税引前四半期純損失に与える影響はありません。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定

方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、事業年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 498,238千円

器具備品 286,409

計 784,648

 

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 495,176千円

器具備品 289,152

計 784,329

 

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

投資有価証券 113,964千円

建物 75,200

土地 183,402

計 372,567

投資有価証券 108,287千円

建物 77,722

土地 183,402

計 369,412

（注）　上記のほかに、信用取引借入金の担保として自己

融資見返株券12,404千円および保管有価証券

1,775,930千円、為替予約取引の担保として定期

預金30,000千円、リース債務の担保として投資

有価証券89,734千円を差し入れております。

（注）　上記のほかに、信用取引借入金の担保として自己

融資見返株券8,784千円および保管有価証券

1,158,093千円、為替予約取引の担保として定期

預金30,000千円、リース債務の担保として投資

有価証券66,008千円を差し入れております。

担保資産の対象となる債務

短期借入金 110,000千円

 

担保資産の対象となる債務

短期借入金 110,000千円

 

　３　差し入れた有価証券の時価額

信用取引貸証券 510,355千円

信用取引借入金の本担保証券 3,407,786

消費貸借契約により貸し付け

た有価証券
7,231

計 3,925,373

 

　３　差し入れた有価証券の時価額

信用取引貸証券 483,016千円

信用取引借入金の本担保証券 2,011,457

計 2,494,473

 

４　担保として差し入れを受けた有価証券および借り入

れた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券

　
5,315,897千円　

信用取引借証券　 322,453

受入保証金代用有価証券　 8,232,617　

計　 13,870,968

 

４　担保として差し入れを受けた有価証券および借り入

れた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券

　
2,284,584千円　

信用取引借証券　 241,595

受入保証金代用有価証券　 6,554,870

計　 9,081,050

 

※５　転換社債型新株予約権付社債1,000,000千円は「金融

商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号）第176条に定める劣後特約付社債であります。

　

※５　転換社債型新株予約権付社債1,000,000千円は「金融

商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号）第176条に定める劣後特約付社債であります。

 

※６　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次

のとおりであります。

金融商品取引責任準備金　金融商品取引法第46条の５

※６　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次

のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金　金融商品取引法第46条の５
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（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１ 金融商品取引責任準備金戻入348,634千円は、平成19

年９月30日の金融商品取引法施行に伴い、金融商品取

引法第46条の５に従って計算した結果、積立限度額超

過が発生したため計上したものであります。

 

※１ 金融商品取引責任準備金戻入19,599千円は、金融商品

取引法第46条の５に従って計算した結果、積立限度額

超過が発生したため計上したものであります。

 

※２ 賞与引当金戻入額77,006千円は、前事業年度末引当額

の支払をしなかったため計上したものであります。

 

※２ 賞与引当金戻入額21,763千円は、前事業年度末引当額

のうち一部支払をしなかったため計上したものであり

ます。 

 

※３ 過怠金等275,000千円は、日本証券業協会および名古

屋証券取引所等４つの金融商品取引所から賦課された

過怠金250,000千円と名古屋地方裁判所の判決による

罰金25,000千円を計上したものであります。

 

―――――――

※４ 減損損失13,009千円および店舗統廃合費用10,594千

円は、東京支店の歩合外務員業務廃止に伴い、計上した

ものであります。　 

※４ 店舗統廃合費用4,444千円は、ディーリング室のフロ

ア縮小に伴い、計上したものであります。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

    照表に掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 1,723,158千円

現金及び現金同等物 1,723,158

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借 

    対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金・預金勘定 1,040,760千円

現金及び現金同等物 1,040,760

 

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

22/28



（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　　20,013千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　10千株　

 

３．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的

となる株式の種類

新株予約権の目的と

なる株式の数（株）

当第１四半期

会計期間末残高

（千円）当第１四半期会計期間末

提出会社

第１回転換社債型新株予約権付

社債にかかる新株予約権
普通株式  10,000,000  －

第２回転換社債型新株予約権付

社債にかかる新株予約権
普通株式  10,416,666  －

 合計 －  20,416,666  －

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

期末残高がないため、該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 141.33円 １株当たり純資産額 144.04円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 15.61円 １株当たり四半期純損失金額 3.72円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（千円） 312,183 74,394

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 312,183 74,394

期中平均株式数（千株） 20,004 20,002

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要　

－ －

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年度末

に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月12日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第67期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　幸宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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